
 

令和７年度秦野市糖尿病性腎症重症化予防事業委託業務（単価契約）  

選定に係るプロポーザル実施要領 

 

１ 案件名 

  令和７年度秦野市糖尿病性腎症重症化予防事業委託業務（単価契約） 

 

２ 目的 

この要領は、糖尿病性腎症の重症化予防が必要と思われる被保険者（国民

健康保険・後期高齢者医療制度加入者）に対して、保健指導等を行うことで、

糖尿病の重症化を防ぎ、腎不全の悪化及び人工透析への移行を防止すること

を目的とする糖尿病性腎症重症化予防事業を実施するに当たり、次に示す仕

様を基本内容とし、十分な成果・企画提案実績を有する、秦野市に最も適し

た者を選定するための公募型プロポーザル方式（以下「プロポーザル」とい

う。）の実施に関し、必要な事項を定める。 

 

３ 業務内容 

別紙、「仕様書」のとおり 

 

４ 業務期間 

  契約締結日の翌日から令和８年３月３１日まで 

 

５ 提案上限額 

５，６００，０００円（消費税及び地方消費税を除く） 

※ この金額は契約予定額を示すものではない。 

※ 提案見積額は、この金額を超えてはならない。 

 

６ 選定方法 

本プロポーザルに係る選定委員会を設置し、企画提案及びプレゼンテーシ

ョン審査を実施し、当市に最も適した提案を行った事業者を受託候補者とし

て選定する。 
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７ 参加資格 

(1) 本プロポーザルに参加を希望する者は、次に掲げる事項を全て満たして

いること。 

  ア 秦野市競争入札参加資格者名簿に登録されている事業者であること。 

  イ 地方自治法施行令第１６７条の４（一般競争入札の参加者の資格）の

規定に該当しない事業者であること。 

  ウ 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づく更正手続開始の申

立て、及び民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づく再生手続

き開始の申立てがされていないこと。 

  エ 破産の申立てがされていないこと。 

  オ 国税及び地方税に滞納がないこと。（法人及びその代表者（委任関係が

あるときはその受任者）） 

  カ 自己又は自社の役員等が、次のいずれにも該当しないこと。 

   (ｱ) 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第 

７７号）に規定する暴力団、又は暴力団若しくはそれらと密接な関係

を有する者。 

   (ｲ) 秦野市暴力団排除条例（平成２３年条例第１８号）に基づく入札へ

の排除措置を受けている者。 

 キ プライバシーマークまたはＩＳＭＳ（情報セキュリティマネジメント

システム）のいずれかの認証を取得していること。 

  ク 「糖尿病性腎症重症化予防プログラム」に基づく保健指導について、

過去３年以内に国民健康保険者（後期高齢者医療広域連合を含む）又

は各種社会保険（各健康保険組合、共済組合等）から委託を受け、か

つ当該委託事業を完了していること。 

  ケ 「糖尿病性腎症重症化予防プログラム」、「神奈川県糖尿病対策推進

プログラム」及び「標準的な健診・保健指導プログラム」に基づく保

健指導について、秦野市国民健康保険の保健事業として適切かつ円滑

に実施できること。 

  コ 本事業の対象者及び利用申込者の他、当該利用申込者のかかりつけ医

等と良好なコミュニケーションを構築できること。 
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８ プロポーザル日程 

内容 日程等 

公募開始日 令和７年４月 ９日（水） 

質問受付期限 令和７年４月１６日（水） 

質問回答期限 令和７年４月２１日（月） 

参加申出書等提出期限 令和７年４月２３日（水） 

参加資格確認結果通知 令和７年４月３０日（水） 

企画提案書等提出期限 令和７年５月１４日（水） 

プレゼンテーション審査 令和７年５月２３日（金） 

最終審査結果通知日 

受託候補者選定 
令和７年５月３０日（金） 

契約交渉期間 令和７年６月上旬 

契約締結予定日 令和７年６月中旬 

※この日程は当市の都合により変更する場合がある。 

 

９ 各種提出資料 

  本プロポーザルに係る提出資料等は次のとおりとし、公開しているホーム

ページ上からダウンロードすること。 

(1) プロポーザル実施要領 

   ア 令和７年度秦野市糖尿病性腎症重症化予防事業委託業務（単価契約） 

選定に係るプロポーザル実施要領（本書） 

イ 参加申出に係る誓約事項（実施要領別添１） 

ウ 令和７年度秦野市糖尿病性腎症重症化予防事業委託業務（単価契約）

に係るプロポーザル提案書作成要領（実施要領別添２） 

(2) 仕様書 

(3) 各種様式 

 ア プロポーザル参加申出書（様式１） 

 イ 会社概要調書（様式２） 

 ウ 提案書提出届（様式３） 

 エ 糖尿病性腎症重症化予防事業実績調書（様式４） 

 オ 提案見積書（様式５） 

 カ 提案見積内訳書（様式６） 

 キ 質問書（様式７） 
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 ク 参加辞退届（様式８） 

 

１０ 質問について 

  質問は次の方法によることとし、電話や口頭での質問は受け付けない。 

(1) 質問書（様式７）を電子メールにて送付すること。 

(2) 電子メールの到達を電話で確認すること。 

(3) 質問受付期限 

   令和７年４月１６日（水）午後５時 

(4) 送付先及び到達確認先電話番号 

秦野市福祉部国保年金課 

電話番号：０４６３－８２－９６１３（直通） 

電子メールアドレス：k-nenkin@city.hadano.kanagawa.jp 

 (5) 質問に対する回答 

令和７年４月２１日（月）に質問者名を伏せ、秦野市公式ホームページ

上で回答する。 

 

１１ 参加申出書等の提出 

(1) 提出様式 

      参加申出書等は、実施要領別添２「令和７年度秦野市糖尿病性腎症重症 

化予防事業委託業務（単価契約）に係るプロポーザル提案書作成要領」（以 

下「作成要領」という。）に従って作成すること。 

(2) 提出期限 令和７年４月２３日（水）午後５時必着 

(3) 提出場所 〒257-8501 秦野市桜町１丁目３番２号 

福祉部国保年金課 （市役所本庁舎２階） 

(4) 提出物及び部数 

  ア プロポーザル参加申出書（様式１） １部 

  イ 会社概要調書 （様式２）     １部   

(5) 提出方法 

郵送又は持参（いずれも提出期限内必着） 

  ア 郵送の場合 

    送達過程が記録される方法に限る。提出期限までに必着のこと。 

  イ 持参の場合 

    土曜日、日曜日及び祝日を除く日の午前９時から午後５時まで。 
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 (6) 上記の方法による参加申出をもって別添１「参加申出に係る誓約事項」 

  の記載内容について誓約したものとみなす。 

(7) 結果通知 

   参加申出書等の提出様式を確認後、結果通知を令和７年４月３０日（水）

までに参加申出を行った全ての事業者に対して書面で通知する。 

 

１２ 企画提案書等の提出 

 (1) 提出様式 

   企画提案書等は、別紙作成要領に従って作成すること。 

 (2) 提出期限 令和７年５月１４日（水）午後５時まで 

 (3) 提出場所 〒257-8501 秦野市桜町１丁目３番２号 

        福祉部国保年金課 （市役所本庁舎２階） 

 (4) 提出物及び部数 

   提出物は次のとおりとする。イからエについては正本１部、副本７部と

しＤＶＤ－Ｒについては１枚とする。副本については、提案事業者が特定

されないよう事業者名を伏せること。 

  ア 提案書提出届（様式３）  １部 

イ 糖尿病性腎症重症化予防事業実績調書（様式４）  

ウ 糖尿病性腎症重症化予防事業通知物（案内通知・申込書案内送付用封

筒・指導教材等）（任意様式） 

  エ 企画提案書（任意様式）   

オ 提案見積書（様式５）   １部 

カ 提案見積内訳書（様式６） １部 

  キ アからカの電子ファイルを保存したＤＶＤ－Ｒ     

(6) 提出方法 

郵送又は持参（いずれも提出期限内必着） 

ア 郵送の場合 

   送達過程が記録される方法に限る。提出期限までに必着のこと。 

イ 持参の場合 

   土曜日、日曜日及び祝日を除く日の午前９時から午後５時まで。 

１３ プレゼンテーション及び審査 

   企画提案書の内容及びプレゼンテーションの内容について、下記評価基

準に基づき審査し点数化する。 
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(1) 実施日  

令和７年５月２３日（金） 

(2) 実施時間及び場所 

後日事業者へ通知する。 

(3)  プレゼンテーション実施要領 

  ア プレゼンテーション２０分、質疑応答１５分を目安とし、合計３５分

以内とする。 

イ 説明会場に入室できる事業者の人数は、４名までとする。 

  ウ 本案件を受注した場合に担当する保健指導部門管理者又は担当者が説 

明を行うこと。ただし、質疑応答に関しては、その限りではない。 

  エ プレゼンテーションは事業者名を伏して行うため、入室者は社章、名 

札等は身に着けないこと。 

    また、発言者は自社名等を発しないように注意すること。 

  オ 説明は、企画提案書に基づいて行うこと。企画提案書を抜粋したパワ 

ーポイント等をスクリーンに投影することは認めるが、追加資料の配付 

は認めない。 

  カ プロジェクター及びスクリーン、電源タップは当市が用意する。パソ 

コン及びその他必要な機器等は事業者が用意すること。 

 

１４ 選定方法 

(1) 審査会を設置し、選定委員５人が企画点を各１００点持ち、その合計

点にて受託候補者を選定する。 

(2) 評価項目及び配点 

評価項目及び配点は次のとおりです。合計点より順位を決定する。 

 

評価項目 評価主体 配点 

企画点 

糖尿病性腎症重症化予防事

業実績調書、糖尿病性腎症重

症化予防事業通知物、企画提

案書、プレゼンテーション 
選定委員 ５００点 
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価格点 提案見積額 （自動計算） ２００点 

（合計）  ７００点 

(3) 審査会での審査基準 

審査基準の「評価の視点」に基づき、それぞれ５段階で評価し、委員 

   の点数を合計したものとする。 

 Ａ（優）   Ｂ  Ｃ（基準）    Ｄ  Ｅ（劣） 

１０点 ８点 ６点 ４点 ２点 

(4) 審査基準 

 審査項目 評価の視点 配点 

１ 業務に対する考え

や意欲・提案におけ

るポイント 

・本提案にあたっての基本的な考え方や目的が

明確かつ適切であるか 

・本提案にて重視としているポイントや重要と

考える事項が適切であるか 

・保健指導の評価指標のうち、特に重視する指

標が適切であるか 

50 

２ 業務実績 ・過去３年間の委託実績があり、十分な実績を

持っているか 

50 

３ 事業対象者数及び

利用申込者数 

・事業対象者数と利用申込者数が一定数あり、

実績が良好か 

50 

４ 人員体制 ・業務を行うための人員の確保が適切にされて

いるか 

・従事する人員に一定の資格や実務経験が十分

にあるか 

50 

５ 

 

通知物 

使用教材等 

・通知物等に対象者が見やすい効果的な工夫が

施されているか 

・使用教材、ツール、アプリ等において、対象

者の生活習慣を変化させる工夫がなされてい

るか 

50 

６ 通知勧奨について ・参加勧奨通知、参加同意書、糖尿病保健指導

確認依頼書、案内パンフレット、通知用封筒に 

効果的な工夫が施されているか 

50 

７ 電話勧奨について ・事業参加を促すために効果的な工夫が施され 50 
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ているか 

８ 

 

指導方法について 

 

・ICT活用に関する機器やウェアラブルデバイ

スにて生活習慣を変える工夫が施されている

か 

・対象者の特性に合わせた指導について、工夫

が施されているか 

・保健指導終了後の行動継続につながる工夫が

なされているか 

・指導中断防止策として、利用者のやる気を継

続させて途中で脱落させないようにするか 

50 

９ フレイル予防や介

護予防について 

・フレイル予防や介護予防について、利用者の

特性に合わせた指導を行うことができるか 

50 

１０ 報告書について ・実施状況報告書と事業評価報告書や分析資料

等において、事業の効果検証が明確にされてい

るか 

・今後の課題や今後の取組に関する事業提案等

があるか 

50 

合計 500 

(5) 評価について 

提案見積書は、次の算定式により評価する。 

価格評価点＝２００点×（１－（見積額／上限額)１０) 

(6) 審査の結果、３つの項目の総得点が同じ場合は、審査員が総合的に判 

断して決定する。 

 

(7) 参加者が１者であってもプレゼンテーションを実施して審査を行う。 

審査の結果、総得点が６割である４２０点以上の場合は、その参加者を 

受注者候補者とする。 

 

１５ 審査結果の通知及び公表 

   審査結果は、令和７年５月３０日に提案者全員に文書を発送する。 

   なお、審査結果は評価の公平性、透明性等を示すため、受託候補者以外 

  の参加事業者名を伏せて市ホームページ上で公表する。 
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１６ 企画提案参加資格の取消し 

   次のいずれかの事由に該当した場合は、企画提案参加資格を取消し、提

出された企画提案書等は無効とする。 

(1) 参加申出書提出以降に、本実施要領による参加要件を満たさないことと 

  なったもの。 

 (2) 提出書類に記載すべき事項が記載されていない、または記載内容が虚偽 

  であった場合 

 (3) この要領に定める以外の方法で、プロポーザル期間中に選定審査会委員 

  もしくは関係職員に本案件に関する援助を求めるなどの接触を行った場合 

 (4) 上記各号に該当するほか、プロポーザルの中で著しく信義に反するもの 

  と選定委員が認める場合。 

 

１７ 契約交渉及び見積書の提出 

   当市と受託候補者とで契約に向けた仕様の最終調整を行う。受託候補者

は、確定した仕様に基づき、契約に必要な見積書を提出する。 

   なお、当市が受託候補者と契約の合意に至らなかった場合は、次点交渉

権者と契約に向けた調整を行うものとする。 

 

１８ 契約締結 

   前項で提出された見積書について受託候補者と合意した後、契約締結を

行うものとする。 

 

１９ 留意事項・その他 

(1) 提出書類については、選考後においても返却しないものとする。 

(2) 提出書類の提出期限後の変更、再提出等は認めない。 

(3) 提出書類作成等の費用は、申込者の負担とする 

(4) 参加申出以降に辞退する場合は、書面により辞退届（様式８）を提出す

ること。 

(5) 辞退により今後の不利益な取り扱いを受けることはない。 

(6)  選定後に失格または辞退があった時は、次の順位の申込者を選定できる

こととする。 

(7) 企画提案者が１者でも審査を実施する。 

(8) 申込者が、審査・選考結果についての説明を求める場合は、審査結果を
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発送した日の翌日から起算して５日以内に書面を提出するものとする。た

だし、異議申し立ては認めない。 

(9) 提案事業者は、企画提案書の内容を適切に反映した特記仕様書を作成し、

当市と打合せ協議し、必要に応じ内容の追加及び変更又は削除等を行い、

業務内容を決定する。 

 


